
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,670 円 2,728 円

3,780 円 2,902 円

3,780 円 2,905 円

事 業 名 ： 農業集落排水事業

田辺市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 田辺市

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成４～１７年
（１２年～２５年）
　　　　　　　　　　１２施設

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

世帯人員に応じた２段階の定額制としています。
　居住者４人以下　　3,780円
　居住書５人以上　　4,320円　　（月額）

同程度の世帯人員の住宅の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

非的

処 理 区 域 内 人 口 密 度 25．3人／ｈａ
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無

処 理 区 数 12（農業集落排水事業で整備：10施設、小規模集合排水事業で整備：２施設）

処 理 場 数 12（農業集落排水事業で整備：10施設、小規模集合排水事業で整備：２施設）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

事業所の延べ床面積に応じた２段階の定額制としています。
　延べ床面積150平方メートル未満　　10,800円
　延べ床面積150平方メートル以上　　21,600円　　（月額）

同程度の規模の事業所の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

学校等
利用者数に応じた２段階の定額制としています。
　利用者 99人以下　　21,600円
　利用者100人以上　　43,200円　　（月額）
集会所等
延べ床面積に応じた２段階の定額制としています。
　延べ床面積300平方メートル未満　　3,780円
　延べ床面積300平方メートル以上　　4,320円　　（月額）

同程度の規模の建築物の浄化槽維持管理費用を参考に使用料を定めています。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析 ： 別　紙　の　と　お　り

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

職 員 数

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

無

事 業 運 営 組 織

田辺市　市民環境部　環境課　生活排水係

平成29年2月28日現在、環境課長以下５名で構成されています。
環境課生活排水係で特定環境保全公共下水道事業、各集落排水事業、特定地域生活排水処理事業の
維持管理等の業務及び浄化槽に関する業務を一括して実施しています。

　本経営戦略策定に際して、施設の更新・大規模改修に関する投資は見込んでおりません。
　農業集落排水事業で整備した１０施設については、平成２８年度に、農山漁村地域整備交付金を活用し、施設の劣化状況を
調べる機能診断調査と、その結果に基づき施設の機能を保全するための対策を定める最適整備構想の策定を行う事業を実施し
ています。今後、最適整備構想に基づき、長期的な維持管理計画の策定や計画的な施設の修繕・改修を行うことを予定してい
ます。そのため、最適整備構想に基づく修繕・改修の計画を策定後に、経営戦略の見直しを行う予定です。

　農業集落排水事業における主な財源は、料金収入と一般会計からの繰入金で構成されています。施設の老朽化に伴う維持管
理費用の増大及び施設の建設に充てた地方債の償還金を賄うため、一般会計からの基準外繰入が必要となっています。
　しかし、安易に基準外繰入に頼ることなく、供用率の向上を図り、施設の処理能力に余裕の見込める地区では新規接続の啓
発を行うなど、使用料収入の増収に努めていきます。

　農業集落排水処理施設の維持管理費用及び施設の建設に充てた起債の償還金が歳出の大きい部分を占めています。
　施設の維持管理費用については、長期的な視点に立った維持管理計画の策定による修繕費の平準化や、適正な入札等による
維持管理費用の削減に努めていきます。

5名

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

処理場及び管路の保守点検業務を民間業者に委託

 イ　指定管理者制度 無

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 無

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

無

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　将来にわたり農業集落排水処理事業を継続することにより、他の生活排水処理事業と共に田辺市内における良好な水環境を
保ち、市民がいつまでも快適に安心して暮らせる生活環境の確保を図ります。
　農業集落排水処理施設の効率的な維持管理と再整備を行い、生活排水処理サービスを継続して提供します。これに不可欠な
財政基盤を健全化し、強化するため、経費の削減と財源の確保に努め、健全で持続可能な農業集落排水処理事業経営をめざし
ます。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項
　処理場の機械・電気設備の標準耐用年数は15年とされており、今後多くの機器が更新時期を迎えま
す。そのため、最適整備構想により長期的な維持管理・設備更新の計画を実施することにより、施設の
修繕に係る経費の平準化に努めます。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　行政の効率化・活性化のため、民間ノウハウの活用が求められています。その手法としては、指定管
理者制度、PPP/PFI、民間委託等が様々な自治体の実情に合わせて採用されているところです。田辺
市においても、実情にあった導入方法の検討を行います。

広域化・共同化・最適化に関する事項

　平成28年度に実施している、機能診断調査及び最適整備構想策定事業の結果をもとに、今後の農業
集落排水処理施設のあり方について検討を行う予定です。
　広域化については各処理区の地理的な状況から困難であること、共同化については近隣自治体との
汚水処理施設の運用に関する意思統一が必要となってくることから、今後の検討課題とします。

その他の取組
　処理場・管路等の更新をする際には、地震、水害等の今後生じることが考えられる災害について、排
水処理施設の機能を維持し、損傷を受けた場合にも早期復旧が可能となるよう対策を検討してまいりま
す。

使用料の見直しに関する事項
　将来にわたり安定した汚水処理サービスを提供するため、施設の維持管理・更新に係る費用の適正
化に努めることと併せ、地域の浄化槽の維持管理費用及び他の生活排水処理事業の使用料とのバラン
スを考慮した上で、経営戦略の見直しの際に適正な料金水準や料金体系の検討を行います。

資産活用による収入増加
の取組について

　下水処理の過程において、汚泥の肥料等への再生利用、下水熱エネルギーの利用、処理場、管渠
内空間の貸付等の事業が大規模な下水処理事業において行われているところです。田辺市の農業集
落排水処理施設においては、小規模な施設のため、以前に検討を行ったことがあるものの、これらの資
産活用については公営企業として採算が取れる状況とはなっておりませんので、今後の検討課題としま
す。

その他の取組
　供用率が低い地区においては供用率の向上を図り、施設の処理能力に余裕の見込める地区では新
規接続の啓発を行うなど、使用料収入の増収に努めていきます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　現在、各処理場及び管路の保守点検業務を民間事業者に委託しています。他の排水処理事業と連
携し、積極的に民間委託を行い、経費の節減に努めます。

職員給与費に関する事項
　現状、各集落排水施設と合併した維持管理を行っており農業集落排水事業は１名で担当しています。
各施設との統合など変動があった場合には職員体勢を検討します。

動力費に関する事項
　機器の更新の際に省エネ機器の導入を検討し、維持管理費用の大きい部分を占める動力費の削減
に努めます。

その他の取組 無

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営戦略については、各年度の決算結果に基づき、経営比較分析表を活用しながら、実施状況
の進捗管理を行います。
　また、計画と実績に大きな乖離が生じた場合、各施設の大規模改修などを行う必要が生じた場合
など、必要に応じて投資、財源等の試算を行い、適宜見直しを図っていくこととします。

薬品費に関する事項
　運転方法の工夫による薬品使用量の低減に努めます。また、機器の更新の際には導入費用及び維
持管理に係る費用の比較を行い、より経済的な機器選定を行います。

修繕費に関する事項
　供用開始より12年～25年が経過しており、老朽化が進んでいます。平成28年度に実施している機能
診断調査及び最適整備構想の策定により、計画的な修繕計画を作成し、ライフサイクルコストの低減に
努めます。

委託費に関する事項 　民間活力の活用の検討にあわせて、適切な業務委託の方法について検討を行います。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　本市の農業集落排水事業は、平成17年度の市町村
合併以前から旧田辺市域の10地域で行われている事
業です。
　今後、人口減少により今後大幅な収入の増加は難
しいと考えられますが、健全な経営を続けるため
に、施設維持管理経費の更なる節減に努めるととも
に、平成28年度に行う機能診断調査・最適整備構想
（長期的な改修計画）に基づき、施設の長寿命化を
図り、経営の安定化に努めてまいります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　供用開始から12年～25年が経過しており改修等が
必要な時期となってきていると考えられます。計画
的な改修を行うため、平成28年度事業として、施設
及び管路等の機能診断調査と最適整備構想（長期的
な改修計画）の策定を行っております。今後、計画
的な施設の改修を行うことで、施設の長寿命化及び
ライフサイクルコストの低減を図りたいと考えてお
ります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率及び経費回収率について、本来、
料金収入で会計全体を賄う独立採算による経営が基
本と考えますが、全体計画区域内の地域実情を勘案
する中で、現状の料金収入のみで運営することは困
難な状況であり、一般会計からの繰入金収入に頼ら
ざるを得ない状況です。今後、経営改善に向け施設
維持管理経費の更なる節減や、計画的な施設改修等
に努めてまいります。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体と比べ２
倍程度となっておりますが、引き続き地方債の償還
については、全てを一般会計からの繰入金収入に頼
ることなく、可能な限り使用料収入での地方債償還
を行い、比率の改善に努めてまいります。
　汚水処理原価は、類似団体より高い数値となって
いるため、接続率の向上や有収水量を増加に努め、
汚水処理原価の改善に努めてまいります。
　施設利用率は、類似団体より低い状況が続いてお
りますので、今後もさらに接続促進の普及啓発・周
知活動を行い、施設利用率を高めていけるよう努め
てまいります。
　水洗化率は、類似団体より低い水準となってお
り、使用料収入の増加を図るためにも水洗化率向上
の取り組みに努めてまいります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 11.31 100.00 3,780 8,712 3.35 2,600.60 【】

75.46 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 77,486 1,026.91

経営比較分析表
和歌山県　田辺市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)
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当該値 0.00 0.03 0.09 0.00 0.00

平均値 0.03 0.04 0.03 0.02 0.01
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59.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 59.04 54.79 54.34 55.06 56.26

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,587.03 1,548.32 1,447.22 1,171.56 2,173.68

平均値 1,239.20 1,197.82 1,126.77 1,044.80 1,081.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 36.17 39.10 38.52 39.19 35.50

平均値 51.56 51.03 50.90 50.82 52.19

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 320.21 327.52 352.26 368.49 405.23

平均値 283.26 289.60 293.27 300.52 296.14

42.00

44.00

46.00

48.00

50.00

52.00

54.00

56.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 48.46 48.46 48.46 46.83 46.73

平均値 55.20 54.74 53.78 53.24 52.31

80.50

81.00

81.50

82.00

82.50

83.00

83.50

84.00

84.50

85.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 81.99 82.35 82.52 81.85 82.00

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,015.77】

【84.50】【52.74】【289.81】【52.78】

【0.03】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　本市の小規模集合排水処理事業は、平成17年度市
町村合併以前からの旧田辺市域で行われている事業
です。
　処理区域内の高齢化が進んでおり、加入率の減少
が料金収入に影響を及ぼしており、今後、大幅な収
入の増加は難しいと考えられますが、接続促進の啓
発及び周知活動に努めるとともに、計画的かつ効率
的な施設の維持管理を行い、地域の生活環境の向上
を図り、経営の安定化に努めてまいります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　上野鎌倉地区で供用開始から17年、上野中根地区
で供用開始から14年が経過していますが、施設の大
きな改修などの必要は生じていません。今後老朽化
により発生する改修経費も想定した計画的な老朽化
対策に取り組んでまいります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　収益的収支比率及び経費回収率について、本来、
料金収入で会計全体を賄う独立採算による経営が基
本と考えますが、全体計画区域内の地域実情を勘案
する中で、現状の料金収入のみで運営することは困
難な状況であり、一般会計からの繰入金収入に頼ら
ざるを得ない状況です。今後、経営改善に向け施設
維持管理経費の更なる節減や、計画的な施設改修等
に努めてまいります。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体を上回る
状況で推移しておりますが、引き続き地方債の償還
については、全てを一般会計からの繰入金収入に頼
ることなく、可能な限り使用料収入での地方債償還
を行い、比率の改善に努めてまいります。
　汚水処理原価は、類似団体より高い数値となって
おりますが、処理区域内の高齢化が進み、利用者の
減少により、有収水量の減少によるもので、処理区
域内の状況からは接続率の大きな向上は見込めない
ため、維持管理費の節減に努め、汚水処理原価の改
善に努めてまいります。
　施設利用率は、類似団体より低い状況が続いてお
りますが、これは処理区域内の高齢化が進み、利用
者の減少及び加入者の減少により、低くなっており
ます。
　水洗化率は、類似団体より低い水準となってお
り、使用料収入の増加を図るためにも水洗化率向上
の取り組みに努めてまいります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 0.20 100.00 3,780 153 0.15 1,020.00 【】

75.46 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 小規模集合排水処理 I2 77,486 1,026.91

経営比較分析表
和歌山県　田辺市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

33.00

34.00

35.00

36.00

37.00

38.00

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 41.67 38.94 37.92 37.74 36.44

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値

平均値

0.00

2,000.00

4,000.00

6,000.00

8,000.00

10,000.00

12,000.00

14,000.00

16,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 12,281.73 12,195.92 11,330.59 10,408.21 14,196.41

平均値 2,988.96 3,055.24 2,574.47 2,784.00 4,971.83

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 14.68 13.90 13.89 13.96 13.67

平均値 26.99 29.25 31.04 29.21 32.91

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,690.96 1,881.20 2,036.09 2,090.66 2,265.55

平均値 663.60 622.31 589.39 620.01 561.54

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 27.27 27.27 27.27 27.27 27.27

平均値 38.97 39.12 41.24 43.10 34.92

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 44.52 45.45 45.45 45.10 44.44

平均値 86.89 87.79 88.34 88.02 88.64

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【5,084.95】

【89.35】【36.67】【600.63】【30.63】

【0.17】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



投資・財政計画
（農業集落排水事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 199,189 214,847 216,032 176,839 173,703 169,588 164,234 158,781 153,476 135,541 131,093 127,478

（１） (B) 96,782 97,839 97,376 96,979 96,582 97,964 97,560 97,156 96,752 96,348 95,944 95,540

ア 96,782 97,773 97,376 96,979 96,582 97,964 97,560 97,156 96,752 96,348 95,944 95,540

イ (C)

ウ 66

（２） 102,407 117,008 118,656 79,860 77,121 71,624 66,674 61,625 56,724 39,193 35,149 31,938

ア 102,365 117,008 83,496 79,860 69,621 64,124 59,174 54,125 49,224 39,193 35,149 31,938

イ 42 35,160 0 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 0 0 0

２ (D) 199,189 214,847 216,032 176,839 173,703 169,588 164,234 158,781 153,476 135,541 131,093 127,478

（１） 135,533 141,777 121,370 123,906 125,794 125,794 125,794 125,794 125,794 112,794 112,794 112,794

ア 8,600 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140 9,140

913 918 918 918 918 918 918 918 918 918 918 918

イ 126,933 132,637 112,230 114,766 116,654 116,654 116,654 116,654 116,654 103,654 103,654 103,654

（２） 63,656 73,070 94,662 52,933 47,909 43,794 38,440 32,987 27,682 22,747 18,299 14,684

ア 63,246 58,689 53,985 49,132 44,124 38,955 33,621 28,188 22,903 17,988 13,560 9,965

イ 410 14,381 40,677 3,801 3,785 4,839 4,819 4,799 4,779 4,759 4,739 4,719

３ (E) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 162,398 167,254 171,613 176,352 181,248 186,324 190,569 189,282 179,138 170,592 150,922 124,749

（１）

（２） 162,398 167,254 167,593 176,352 181,248 186,324 190,569 189,282 179,138 170,592 150,922 124,749

（３）

（４） 4,020

（５）

（６）

（７）

２ (G) 162,578 167,023 171,613 176,352 181,248 186,324 190,569 189,282 179,138 170,592 150,922 124,749

（１）

（２） (H) 162,578 167,023 171,613 176,352 181,248 186,324 190,569 189,282 179,138 170,592 150,922 124,749

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 180 231 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度



投資・財政計画
（農業集落排水事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34年度 35年度 36年度 37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

(J) △ 180 231 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 927 747 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(M)

(N) 747 978 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(O)

(P) 747 978 500 500 500 500 500 500 500 500 500 500

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 96,782 97,839 97,376 96,979 96,582 97,964 97,560 97,156 96,752 96,348 95,944 95,540

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U)

(V) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - - - - -

(W)

(X) 2,289,286 2,122,263 1,950,650 1,774,298 1,593,050 1,406,726 1,216,157 1,026,875 847,737 677,145 526,223 401,474

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

102,365 93,722 83,496 79,860 69,621 64,124 59,174 54,125 49,224 39,193 35,149 31,938

102,365 93,722 83,496 79,860 69,621 64,124 59,174 54,125 49,224 39,193 35,149 31,938

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

162,398 167,254 167,115 176,352 181,248 186,324 190,569 189,282 179,138 170,592 150,922 124,749

12,426 12,748 13,078 13,420 13,771 14,146 14,343 14,329 14,031 14,446 11,095 8,758

149,972 154,506 154,037 162,932 167,477 172,178 176,226 174,953 165,107 156,146 139,827 115,991
264,763 260,976 250,611 256,212 250,869 250,448 249,743 243,407 228,362 209,785 186,071 156,687

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

46 44 4648 46 46 51

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

56 50 49

0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 55 56

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



投資・財政計画
（小規模集合排水処理事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 5,165 4,986 4,793 4,516 4,442 4,157 4,075 3,783 3,692 3,392 3,293 3,190

（１） (B) 950 946 1,003 1,014 1,006 1,026 1,024 1,037 1,038 1,052 1,073 1,094

ア 950 946 1,003 1,014 1,006 1,026 1,024 1,037 1,038 1,052 1,073 1,094

イ (C)

ウ

（２） 4,215 4,040 3,790 3,502 3,436 3,131 3,051 2,746 2,654 2,340 2,220 2,096

ア 4,215 4,040 3,790 3,502 3,436 3,131 3,051 2,746 2,654 2,340 2,220 2,096

イ

２ (D) 5,183 4,986 4,793 4,516 4,442 4,157 4,075 3,783 3,692 3,392 3,293 3,190

（１） 2,090 1,950 2,063 1,970 2,083 1,990 2,103 2,010 2,123 2,030 2,143 2,256

ア

イ 2,090 1,950 2,063 1,970 2,083 1,990 2,103 2,010 2,123 2,030 2,143 2,256

（２） 3,093 3,036 2,730 2,546 2,359 2,167 1,972 1,773 1,569 1,362 1,150 934

ア 3,071 2,895 2,715 2,531 2,344 2,152 1,957 1,758 1,554 1,347 1,135 919

イ 22 141 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

３ (E) △ 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 8,522 8,698 8,878 9,062 9,249 9,441 9,636 9,835 10,039 10,246 10,458 10,674

（１）

（２） 8,522 8,698 8,878 9,062 9,249 9,441 9,636 9,835 10,039 10,246 10,458 10,674

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 8,522 8,698 8,878 9,062 9,249 9,441 9,636 9,835 10,039 10,246 10,458 10,674

（１）

（２） (H) 8,522 8,698 8,878 9,062 9,249 9,441 9,636 9,835 10,039 10,246 10,458 10,674

（３）

（４）

（５）

３ (I) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度 37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度



投資・財政計画
（小規模集合排水処理事業）

26年度 27年度 28年度 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34年度 35年度 36年度 37年度本年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

(J) △ 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M)

(N) △ 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 950 946 1,003 1,014 1,006 1,026 1,024 1,037 1,038 1,052 1,073 1,094

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U)

(V) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - - - - -

(W)

(X) 142,821 134,123 125,245 116,183 106,934 97,493 87,857 78,022 67,983 57,737 47,279 36,605

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

4,215 4,040 3,790 3,502 3,436 3,131 3,051 2,746 2,654 2,340 2,220 2,096

4,215 4,040 3,790 3,502 3,436 3,131 3,051 2,746 2,654 2,340 2,220 2,096

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8,522 8,698 8,878 9,062 9,249 9,441 9,636 9,835 10,039 10,246 10,458 10,674

2,669 2,725 2,781 2,839 2,897 2,957 3,018 3,081 3,144 3,209 3,274 3,343

5,853 5,973 6,097 6,223 6,352 6,484 6,618 6,754 6,895 7,037 7,184 7,331
12,737 12,738 12,668 12,564 12,685 12,572 12,687 12,581 12,693 12,586 12,678 12,770

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 29年度 30年度 31年度 32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

27 25 2431 30 28 23

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

35 33 32

0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 38 36

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金
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